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証券コード：6362

第 154 期 定時株主総会

招 集 ご 通 知

開催日時 2020年６月24日（水）午前10時

開催場所 東京都中央区晴海三丁目８番１号

ホテル フクラシア晴海２階

Conference Room 202号室

（開催場所が昨年と異なりますので、お間違えのないようお願いいたします。）

【ご来場自粛のお願い】

●新型コロナウイルスの感染拡大が

続いております。

多くの株主の皆様が集まる株主総会

は、集団感染のリスクがあります。

議決権の行使は、郵送またはインタ

ーネットで行い、当日のご来場は、

感染の回避のため自粛をお願い申

し上げます。

●新型コロナウイルスをめぐる状況

の変化により会場の変更等がある

場合は、以下の当社ウェブサイトに

てお知らせしますので必ず事前に

ご確認をお願い申し上げます。

https://www.ishii-iiw.co.jp/report/

●本年はお土産のご用意はございません。

●３頁の株主様へのお願いをご参照下さい。
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証券コード　6 3 6 2
2 0 2 0 年 ６ 月 ９ 日

株 主 各 位
東 京 都 中 央 区 月 島 三 丁 目 2 6 番 1 1 号

取締役社長 石 井 宏 治

第1 5 4期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第154期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

　近時、新型コロナウイルス感染拡大防止のため政府や都道府県知事から外出自粛が

強く要請される事態に至っております。この事態を受け、慎重に検討いたしました結

果、本総会につきましては、適切な感染防止策を講じたうえで開催させていただくこ

とといたしました。

　株主の皆様におかれましては、外出自粛が強く要請されている状況にも鑑み、感染

拡大防止の観点から、本総会につきましては、極力、書面またはインターネットによ

り事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、総会当日のご来場

の自粛をお願い申し上げます。

　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４頁に記載のいずれかの方

法により2020年６月23日（火曜日）午後５時20分までに議決権をご行使下さいますよ

うお願い申し上げます。

敬　具

記

日　　時 2 0 2 0年６月2 4日（水）午前1 0時

場　　所 東京都中央区晴海三丁目８番１号
ホ テ ル  フ ク ラ シ ア 晴 海 ２ 階
C o n f e r e n c e  R o o m  2 0 2 号 室

（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「会場ご案内」

をご参照のうえ、お間違えのないようお願いいたします。）

( 1 )

株主各位
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会 議 の 目 的 事 項
報告事項

1．第154期（自2019年４月１日至2020年３月31日）事業報告の内容、連結計算書類の

内容ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第154期（自2019年４月１日至2020年３月31日）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の

付与のための報酬決定の件

第５号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈並びに取締役（監査等委員である取

締役を除く。）に対する退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件

以　上

◎当日ご出席の方は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。

◎インターネットによる開示について
連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきまし
ては、法令および当社定款第16条に基づき、インターネット上の下記当社ウ
ェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面に記載してお
りません。
従いまして、会計監査人および監査等委員会が監査した連結計算書類および
計算書類は、本招集ご通知の提供書面の各書類のほか、インターネット上の
下記当社ウェブサイトに掲載している「連結注記表」および「個別注記表」
となります。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の下記当社ウェブサイトに掲載させていただき
ます。

当社ウェブサイト　https://www.ishii-iiw.co.jp/report/

( 2 )

株主各位
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【株主様へのお願い】

・新型コロナウイルスをめぐる状況の変化により、やむなく会場ならびに開始時

刻等を変更する可能性があります。その場合には、速やかに下記当社ウェブサ

イトでお知らせしますので、株主様におかれましては、当日ご来場前に必ず下

記当社ウェブサイトをご確認下さいますようお願い申し上げます。

また、変更後の会場は当初の会場より手狭になることが想定されますので、株

主様におかれましては事前の議決権行使をご検討下さいますようお願い申し上

げます。

当社ウェブサイト　https://www.ishii-iiw.co.jp/report/

・本年は、感染拡大防止のため、座席間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例

年より大幅に減少いたします。予めご了承のほどよろしくお願い申し上げます。

・議決権行使書による議決権行使は、ご返送いただく過程で感染リスクが生じま

す。そこで、事前に議決権をご行使いただくに際しては、できるだけ、インタ

ーネットにより議決権をご行使いただきますようお願い申し上げます。

・本年はお土産のご用意はございません。ご了承のほどお願い申し上げます。

・ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申し上げます。マスクを着用

されない株主様は入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・会場入口付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。

・会場入口付近で検温させていただき、発熱があると認められる方、体調不良と

思われる方、海外から帰国されてから14日間を経過していない株主様は、入場

をお断りし、お帰りいただく場合がございます。なお、海外から帰国されてか

ら14日間を経過していない株主様は、受付でお申し出いただきますようお願い

申し上げます。

・株主総会に出席する取締役、および運営スタッフは、検温を含め、体調を確認

のうえマスクを着用して対応させていただきます。

・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短縮す

る観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます。）および議案の詳

細な説明を省略させていただきます。株主様におかれましては、事前に招集ご

通知をご高覧いただきますようお願い申し上げます。

( 3 )

株主各位
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議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。(ご捺印は不要です。)

日 時 2020年６月24日(水曜日)午前10時

場 所 東京都中央区晴海三丁目８番１号

ホテル フクラシア晴海２階

Conference Room 202号室

(末尾の「会場ご案内」をご参照下さい。)

書面で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼

らずにご投函下さい。

行使期限 2020年６月23日(火曜日)午後５時20分到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パ ソ コ ン 、 ス マ ー ト フ ォ ン か ら 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト

(https://www.web54.net)にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載

された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、次

頁の案内にしたがって賛否をご入力下さい。

行使期限 2020年６月23日(火曜日)午後５時20分まで

書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットに

よるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによ

って複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし

てお取扱いいたします。

( 4 )

議決権行使等についてのご案内
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インターネットによる議決権行使の
ご案内

行使
期限

2020年６月23日（火曜日）

午後５時20分入力完了分まで

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく
議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

１ 議決権行使書用紙右下に記載の

QRコードを読み取って下さい。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※議決権行使書はイメージです。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの
登録商標です。

２ 以降は画面の案内に従って賛否

をご入力下さい。

「スマート行使」での議決権行
使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合

は、お手数ですがPC向けサイトへアクセ

スし、議決権行使書用紙に記載の「議決

権行使コード」・「パスワード」を入力

してログイン、再度議決権行使をお願い

いたします。

※QRコードを再度読み取っていただく

と、PC向けサイトへ遷移できます。

( 5 )

議決権行使等についてのご案内



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/28 18:55:05 / 19595960_株式会社石井鐵工所_招集通知（Ｃ）

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

１ 議決権行使ウェブサイトにアク

セスして下さい。
「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

２ 議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力

下さい。

３ 議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力下さ

い。

４ 以降は画面の案内に従って賛否

をご入力下さい。

パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイト

がご利用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

( 6 )

議決権行使等についてのご案内
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業年度の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続いていま

したが、新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に下押しされ厳しい状況

であります。

このような情勢の下、当社グループは2018年４月にスタートした中期経営計

画に沿って、長期的・持続的成長を目指して各種の施策に取り組んでまいりま

した。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は97億８千３百万

円と前期に比べ14.6％増収となり、営業利益も前期に比べ41.1％増の11億１千

１百万円となりました。経常利益は、前期に比べ37.8％増の10億７千４百万円

となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期に比べ17.9％増の７億１千

９百万円となりました。

当連結会計年度におけるセグメント別の成績の概況は以下のとおりでありま

す。

（鉄構事業）

当社グループの主要な顧客先である石油、電力、ガス業界及び重化学工業界

の設備投資は、前年度からの好調な企業収益を背景に増加基調をたどりました。

その結果、受注高は149億３千７百万円と前期に比べ85.9％増となりました。

売上高は、海外の大型工事が進捗し完成工事高が増加したことなどにより、

前期に比べ17.1％増収の80億３千７百万円となりました。

営業損益は、営業費用の減少や増収効果などにより前期に比べ２億１千６百

万円改善しましたが、１千２百万円の損失となりました。

（不動産事業）

売上高は、新規賃貸物件が稼働したことなどにより、前期に比べ4.7％増収の

17億４千６百万円となりました。営業利益も、増収効果などにより、前期に比

べ10.6％増の11億２千３百万円となりました。

( 7 )

当事業年度の事業の状況
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売上及び受注の状況

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 受 注 高

鉄 構 事 業 8,037 百万円 14,937 百万円

不 動 産 事 業 1,746 ―

合 計 9,783 ―

②　設備投資の状況

　当連結会計年度における当社グループの設備投資総額は、２億５千３百万円

であります。主なものは、賃貸不動産の大規模修繕工事費用であります。

③　資金調達の状況

運転資金の効率的運用を行うため、総コミット金額40億円、コミット期間２

年の貸出コミットメント契約を締結し、４億円の借入を実行しております。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第151期

(2017年３月期)

第152期

(2018年３月期)

第153期

(2019年３月期)

第154期
(当連結会計年度)
(2020年３月期)

受 注 高 （百万円） 6,105 8,014 8,036 14,937

売 上 高 （百万円） 6,996 6,443 8,533 9,783

経 常 利 益 （百万円） 300 503 779 1,074

親会社株主に帰属
する当期純利益

（百万円） 199 352 610 719

１株当たり当期純利益 （円） 54.06 95.56 165.53 195.23

総 資 産 （百万円） 17,053 17,709 18,986 19,443

(注)１．「１株当たり当期純利益」は、期中平均株式数に基づき算出しておりま

す。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　

平成30年２月16日）等を前連結会計年度（第153期）の期首から適用して

おり、第152期の総資産の金額については、当該会計基準を遡って適用し

た場合の金額となっております。

( 8 )

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容

千マレーシア・リンギット ％
アイアイダブリュー・エンジニアリング・
カンパニー・センディリアン・バハード

500 100
各種貯槽、その他産業機械装
置の製造販売

千シンガポール・ドル ％
アイアイダブリュー・シンガポー
ル・プライベイト・リミテッド

300 100
各種貯槽、その他産業機械装
置の製造販売

(4) 対処すべき課題

当社グループを取りまく環境は、内外の諸情勢から見て、今後とも厳しい状況

が予想されますが、基幹事業である鉄構事業の長期的・持続的成長への強固な基

盤を確立することが当社グループの課題であります。

国内では、市場環境や顧客ニーズの変化に対応し、各種タンクの開放補修工事

及び新設工事・大規模改修工事の受注活動を行い、安定的な売上と利益の確保を

目指します。

海外では、東南アジアを中心に中長期的に需要増大が予想される各種タンク設

備一式工事を受注することにより、売上と利益の拡大を目指します。

また、既存事業で蓄積した経営資源を活用し、新規事業を立ち上げ、新たな収

益基盤の確立を目指します。

 株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。

( 9 )

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

鉄 構 事 業
各種貯槽、プラント類及び鉄骨、プール等各種鉄鋼構造物の設
計から、製作、据付、試運転に至るまでの一貫したエンジニア
リング

不動産事業

不動産の所有、売買及び賃貸
介護付き有料老人ホーム、賃貸マンション、物流施設、外食
産業及び飲食店向 総合支援プラットホーム、認可保育所等

発電事業及び売電事業

主要な製品

油 槽 浮屋根式タンク、固定屋根式タンク

その他の貯槽

ＬＮＧ極低温タンク、ＬＰＧ低温タンク、ＰＳ
コンクリート製低温タンク、高圧球形タンク、
有水式・無水式ガスホルダー、高架水槽、サイ
ロ、ステンレス製配水池、耐震性貯水槽、
エアードーム工法Ⓡによる貯槽、
各種貯槽の耐震強化・メンテナンス等

化学工業用他
機 械 装 置

ＬＮＧサテライトシステム、中圧ガス発生装置、
各種ガス発生装置、脱硫装置、余剰ガス燃焼装
置等

鉄 骨 及 び
各 種 プ ー ル

鉄骨、各種水泳プール（スケートリンク兼用）、
各種スライダー・コースター（製品名：アドベ
ンチャースライダーⓇ〈ウォータースライダー〉、
アドベンチャーコースターⓇ〈陸上用カートス
ライダー〉、ドリーミィートンネルⓇ〈ブラッ
クライト演出コースター〉)、ウォーターパーク
企画設計、その他遊戯・体育施設等

(6) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

本 社 東京都中央区

国内生産・販売拠点 鉄構事業統括本部（東京都大田区）

海外生産・販売拠点

アイアイダブリュー・エンジニアリング・カンパニー・

センディリアン・バハード（マレーシア）

アイアイダブリュー・シンガポール・プライベイト・

リミテッド（シンガポール）

( 10 )

主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

117名 1名減

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

117名 1名減 38.1歳 15.4年

（注）使用人数は、就業人数であり臨時使用人は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 522,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 375,500千円

株 式 会 社 三 重 銀 行 245,000千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 65,000千円

( 11 )

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 12,000,000株

②　発行済株式の総数 3,784,000株

③　株主数 2,644名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 365 9.91

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 261 7.09

石 井 鐵 工 所 取 引 先 持 株 会 151 4.10

ＢＡＮＫ ＪＵＬＩＵＳ ＢＡＥＲ ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ＩＮＤＩＶＩＤＵＡＬ 
Ｐ Ｏ Ｒ Ｔ Ｆ Ｏ Ｌ Ｉ Ｏ Ｎ Ｏ.  Ｓ Ｇ ０ ６ ９ ２ ２ ０ ０ ０－０ ２

145 3.94

ク ロ ダ 株 式 会 社 141 3.84

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

127 3.46

ＴＨＥ ＨＯＮＧＫＯＮＧ ＡＮＤ ＳＨＡＮＧＨＡＩ ＢＡＮＫＩＮＧ
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＬＴＤ － ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ＢＲＡＮＣＨ
ＰＲＩＶＡＴＥ ＢＡＮＫＩＮＧ ＤＩＶＩＳＩＯＮ ＣＬＩＥＮＴ
Ａ／Ｃ ８２２１－５６３１１４

122 3.32

石 井 宏 治 115 3.13

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 100 2.71

黒 田 康 敬 100 2.71

（注）持株比率は、自己株式（98,054株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

( 12 )

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2020年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 石 井 宏 治

アイアイダブリュー・エンジニアリング・カ
ンパニー・センディリアン・バハード取締役
社長
アイアイダブリュー・シンガポール・プライ
ベイト・リミテッド取締役社長

常 務 取 締 役 大 山 信 一 鉄構事業統括本部担当

常 務 取 締 役 石 井 宏 明 鉄構事業統括本部長兼社長補佐

常 務 取 締 役 中 西 真 進 経営管理部長兼不動産事業部長

取締役(常勤監査等委員) 鈴 木 正 則

取締役(監査等委員) 井 本 憲 邦

取締役(監査等委員) 河 村 　 博 同志社大学法学部教授

 (注) １．取締役（監査等委員）井本憲邦氏及び河村　博氏は、社外取締役であ

ります。なお、当社は、両氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出を行っております。

２．当社は、監査等委員会の情報収集その他監査の実効性を高め、監査・

監督機能を強化するため、鈴木正則氏を常勤の監査等委員として選定

しております。

３．2019年６月26日付で次のとおり異動がありました。

氏 名 異 動 前 の 担 当 異 動 後 の 担 当

石 井 宏 明 鉄 構 事 業 統 括 本 部 長 鉄構事業統括本部長兼社長補佐

４．2019年７月１日付で次のとおり異動がありました。

氏 名 異 動 前 の 地 位 異 動 後 の 地 位

中 西 真 進 取 締 役 常 務 取 締 役

 (ご参考)

１．2020年４月１日付で次のとおり異動がありました。

氏 名 異動前の地位及び担当 異動後の地位及び担当

石 井 宏 明
常務取締役　鉄構事業統括本部長
兼社長補佐

専務取締役　社長補佐兼全社管掌

２．取締役（監査等委員）の河村　博氏は、2020年６月16日付で株式会社

ゆうちょ銀行の社外取締役に就任する予定です。

( 13 )

会社役員の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/28 18:55:05 / 19595960_株式会社石井鐵工所_招集通知（Ｃ）

②　責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（監査等委員）全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定す

る最低責任限度額であります。

③　取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 （監査等委員を除く） 4名 106,667千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3
(2)

25,704
(12,600)

合 計 7 132,371

 (注) １．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は2016年６月28日開催の第

150期定時株主総会において年額２億円以内（ただし、使用人分給与は

含まない）と決議いただいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第150期

定時株主総会において年額４千万円以内と決議いただいております。

３．報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額

10,200千円（取締役（監査等委員を除く）４名分）が含まれておりま

す。

４．報酬等の額には、役員賞与の当期算入額27,640千円（取締役（監査等

委員を除く）４名分）が含まれております。

④　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

　社外取締役（監査等委員）河村　博氏は、同志社大学法学部教授を兼務

しております。なお、当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

　社外取締役（監査等委員）井本憲邦氏及び河村　博氏は、当期に開催し

た取締役会９回、監査等委員会12回の全てに出席し、議案の審議に関して

必要な発言を適宜行いました。

( 14 )

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称

EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

28,000

　　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査

と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分し

ておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計

監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のアイアイダブリュー・エンジニアリング・カ

ンパニー・センディリアン・バハード及びアイアイダブリュー・シ

ンガポール・プライベイト・リミテッドは、当社の会計監査人以外

の監査法人の監査を受けております。

３．監査等委員会は、前事業年度の会計監査人の監査実績、当事業年度

の監査体制・監査計画の内容、報酬見積りの算出根拠・算定内容の

適切性・妥当性について必要な検証を行った結果、会計監査人の報

酬等の額について、監査品質を維持向上していくために合理的な水

準であると判断し、会社法第399条第１項及び第３項の同意をいた

しました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認め

られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

が有ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

( 15 )

会計監査人の状況
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制の決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は、以下のとおり

であります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制については、「企業行動規範」を制定し、取締役・使用人は、この

規範に従って行動することとし、それに加えてコンプライアンスを経営の基

本方針として定める「コンプライアンス基本規程」を制定し、取締役・使用

人の職務の執行が法令及び定款に適合することを徹底いたします。また、コ

ンプライアンスに関する研修等を実施し、取締役・使用人を参加させるとと

もに、内部監査や、通報者保護を徹底した内部通報制度の運用を通じて、未

然に法令・定款違反を防止いたします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制については、

「文書管理規程」を制定し、取締役の職務執行や使用人の業務執行に係る情

報を適切に保存・管理するとともに、取締役会や役員会等の経営に関する諸

会議の議事録の作成・保存を徹底いたします。取締役は、常時これらの文書

を閲覧できるものとします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、「リスク管理規

程」を制定し、それを適切に運用するとともに、リスクをトータルかつ適切

に認識・評価し、リスクの影響及び発生可能性を勘案して、対応すべきリス

クの優先順位を決定し、内部統制システムを適時・適切に見直すことといた

します。全社的なリスク管理を統括する部署は、リスク管理委員会とします。

また、取締役会において、部、事業部ごとにリスク管理の責任者となる取締

役を定めます。

( 16 )

業務の適正を確保するための体制
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制につい

ては、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、その浸透を図るとと

もに、目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含

めた効率的な達成の方法を業務担当取締役が定め、取締役会が定期的にその

結果のレビューを実施し、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの改

善を促すことにより、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現

するシステムを構築いたします。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制については、①で定める「企業行動規範」及び「コンプラ

イアンス基本規程」を子会社の取締役・使用人にも適用し、子会社の取締役・

使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを徹底いたします。

子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、③で定

める「リスク管理規程」において、子会社の損失の危険をその対象に含めて

管理いたします。

子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制については、当社が子会社取締役から業務内容の定期的な報告を受け、必

要に応じて経営指導を行い、重要案件については事前協議を行うことにより、

子会社の取締役の職務の執行の効率性を確保いたします。

子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制につ

いては、「関係会社管理規程」を定め、取締役会への報告体制を確立するこ

とといたします。

その他当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制については、当社及び子会社それぞれに、法令遵守体制、リスク管

理体制を構築する権限と責任を負う取締役を任命するとともに、当社経営管

理部において、グループ横断的にそれらを管理、推進することといたします。

( 17 )

業務の適正を確保するための体制
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⑥　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、他の取締

役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項、指示の

実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会の情報収集活動に資するため、社内出身者で事業に

精通した常勤の監査等委員を置くこととし、監査等委員会の職務を補助すべ

き取締役は置かないこととします。

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」という。）

については、監査等委員会と協議し、取締役会において補助使用人の設置の

必要性を検討したうえで、その人数、地位（役職のレベル）、専属とするか

兼任とするか、補助すべき期間等の事項を定めて、その職にあてることとい

たします。

　補助使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本項にお

いて同じ。）からの独立性の確保については、補助使用人の報酬の変更又は

人事異動については監査等委員会の同意を要するものといたします。

　補助使用人に対する指示の実効性の確保については、補助すべき期間（兼

任の場合は、補助業務時間中）は、専任の係員として監査等委員会の指示に

従うこととし、他の取締役からの指示は一切受けないことといたします。

⑦　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報

告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本項において同じ。）及び

使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報

告に関する体制については、取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実があることを発見したときは、直ちに監査等委員会に報告するもの

とし、それ以外に法令・定款違反の事実やそのおそれがある場合は、早急に

それを認識した取締役が監査等委員会に報告することとします。

　使用人がそれらの情報を得たときには、早急に業務報告経路か、内部通報

制度を使って取締役に報告するものとし、それを取締役が監査等委員会に報

告するものとします。

　また、その他経営に関する重要な事項について、取締役が監査等委員会に

随時報告することとします。それに加えて、定期的に内部通報制度の運用状

況や通報内容などについて取締役が監査等委員会に報告するとともに、取締

役と監査等委員会との意見交換会を行い、経営に関する情報を相互に共有い

たします。

( 18 )
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⑧　子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査等委員会に報告をするための体制

　子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が

当社の監査等委員会に報告をするための体制については、「関係会社管理規

程」に基づき当社経営管理部長が子会社からの報告を取りまとめ、取締役会

に報告することを通して当社の監査等委員会に報告するものといたします。

また、内部通報制度の対象に子会社使用人を加え、子会社使用人は、業務報

告経路か内部通報制度を使って当社担当部署に報告できるものとし、それを

当社取締役が当社監査等委員会に報告するものとします。

⑨　監査等委員会に報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　監査等委員会に報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制については、当該報告を理由とした不利な取扱いは一

切行わないこととし、その旨を当社及び子会社において周知徹底いたします。

また、「内部通報規程」に、通報したことを理由として解雇等の不利な取扱

いを行うことを禁ずる旨を明記いたします。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項については、監査等委員がその職務の執行について、当社に対して、会社

法第399条の２第４項に基づく費用の前払の請求等をしたときは、担当部署に

おいて審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理

することといたします。

　その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを担保するために、

監査等委員が経営に関する各種会議に出席し、稟議書等の社内文書や各種会

議の議事録の閲覧が自由にできるように配慮いたします。また、取締役（監

査等委員である取締役を除く。）と監査等委員会との意見交換会を行い、経

営に関する情報を相互に共有いたします。それに加えて、外部の弁護士との

面談、公認会計士との意見交換、内部監査室との連携等を通じて、監査等委

員会が的確に情報を把握し監査できるようにいたします。

( 19 )

業務の適正を確保するための体制
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりでありま

す。

①　年１回全従業員を対象にコンプライアンス研修を実施し、冊子を配布して、

「企業行動規範」、「コンプライアンス基本規程」、内部通報制度（ヘルプ

ライン）等の周知徹底を図る他、社内規程を社内イントラネットに掲示し、

全従業員が常時閲覧できるようにする等コンプライアンス体制の構築・運用

に努めております。

②　リスク管理規程に基づき、リスク管理委員会において、コンプライアンス、

不正、財務報告、情報システム等に関する様々なリスクの分析、評価を行い、

その結果を取締役会に報告しており、取締役会は適切にリスクのモニタリン

グを実施しております。

③　中期経営計画及び年度計画を策定し、明確な事業方針のもと、効率的な事業

運営を行っております。

④　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

を適切に構築・運用しております。

⑤　監査等委員会は、補助使用人、経営管理部、内部監査室及び会計監査人との

連携により監査情報の収集を適切に行っており、監査の実効性を確保してお

ります。

⑥　その他、当社の内部統制システムは(1)の決定内容に従い、適切に運用されて

おります。

( 20 )

業務の適正を確保するための体制
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位　千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

前 渡 金

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

7,272,915

1,639,779

270,610

3,504,369

802

3,441

1,671,711

119,569

64,198

△1,568

12,170,986

10,153,138

7,854,722

155,470

91,729

2,017,038

5,060

29,117

22,096

1,995,752

939,370

17,976

1,045,174

△6,770

流 動 負 債 4,774,720

支 払 手 形 1,294,363

買 掛 金 1,083,357

短 期 借 入 金 400,000

1年内返済予定の長期借入金 110,000

未 払 金 164,209

未 払 法 人 税 等 224,746

前 受 金 1,298,634

賞 与 引 当 金 81,958

製 品 保 証 引 当 金 3,387

工 事 損 失 引 当 金 58,679

その他の流動負債 55,383

固 定 負 債 4,921,936

長 期 借 入 金 697,500

役員退職慰労引当金 228,810

退職給付に係る負債 465,047

繰 延 税 金 負 債 575,912

預 り 保 証 金 2,952,176

その他の固定負債 2,490

負 債 合 計 9,696,656

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,682,775

資 本 金 1,892,000

資 本 剰 余 金 1,390,995

利 益 剰 余 金 6,563,140

自 己 株 式 △163,361

その他の包括利益累計額 64,469

その他有価証券評価差額金 162,237

為替換算調整勘定 △97,767

純 資 産 合 計 9,747,245

資 産 合 計 19,443,901 負 債 純 資 産 合 計 19,443,901

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 21 )
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連 結 損 益 計 算 書

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

（単位　千円）

売 上 高 9,783,112

売 上 原 価 7,543,916

売 上 総 利 益 2,239,196

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,128,072

営 業 利 益 1,111,124

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 52,785

雑 収 益 11,482 64,267

営 業 外 費 用

支 払 利 息 34,597

雑 損 失 66,578 101,176

経 常 利 益 1,074,215

特 別 損 失

減 損 損 失 20,300

解 体 費 用 20,934 41,234

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,032,980

法人税、住民税及び事業税 368,402

法 人 税 等 調 整 額 △55,055 313,347

当 期 純 利 益 719,633

親会社株主に帰属する当期純利益 719,633

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,892,000 1,390,995 6,027,810 △163,064 9,147,742

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △184,303 △184,303

親会社株主に帰属する当期
純利益

719,633 719,633

自 己 株 式 の 取 得 △297 △297

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 535,329 △297 535,032

当 期 末 残 高 1,892,000 1,390,995 6,563,140 △163,361 9,682,775

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 336,775 △87,289 249,485 9,397,228

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △184,303

親会社株主に帰属する当期
純利益

719,633

自 己 株 式 の 取 得 △297

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

△174,537 △10,478 △185,015 △185,015

当 期 変 動 額 合 計 △174,537 △10,478 △185,015 350,016

当 期 末 残 高 162,237 △97,767 64,469 9,747,245

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位　千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

前 渡 金

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

事 業 保 険 積 立 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

7,054,620

1,455,679

270,610

4,112,390

802

3,441

1,499,504

119,569

57,682

△465,060

12,712,795

10,694,946

7,841,957

155,470

91,733

2,571,611

5,060

29,113

22,096

1,995,752

929,370

10,000

17,976

931,055

148,674

△41,324

流 動 負 債 4,611,103

支 払 手 形 1,294,363

買 掛 金 942,069

短 期 借 入 金 400,000

1年内返済予定の長期借入金 110,000

未 払 金 163,850

未 払 法 人 税 等 224,746

前 受 金 1,298,634

賞 与 引 当 金 81,958

製 品 保 証 引 当 金 13,613

工 事 損 失 引 当 金 29,900

その他の流動負債 51,967

固 定 負 債 4,918,805

長 期 借 入 金 697,500

役員退職慰労引当金 228,810

退 職 給 付 引 当 金 465,047

繰 延 税 金 負 債 572,781

預 り 保 証 金 2,952,176

その他の固定負債 2,490

負 債 合 計 9,529,908

純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,075,270

資 本 金 1,892,000

資 本 剰 余 金 1,390,995

資 本 準 備 金 1,390,995

利 益 剰 余 金 6,955,635

利 益 準 備 金 473,000

その他利益剰余金 6,482,635

特別償却準備金 13,610

固定資産圧縮積立金 1,662,412

別 途 積 立 金 207,500

繰越利益剰余金 4,599,112

自 己 株 式 △163,361

評価・換算差額等 162,237

その他有価証券評価差額金 162,237

純 資 産 合 計 10,237,507

資 産 合 計 19,767,416 負 債 純 資 産 合 計 19,767,416

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 24 )
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損　益　計　算　書

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

（単位　千円）

売 上 高 9,783,112

売 上 原 価 7,511,469

売 上 総 利 益 2,271,643

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,147,415

営 業 利 益 1,124,228

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 47,204

雑 収 益 12,478 59,683

営 業 外 費 用

支 払 利 息 34,597

雑 損 失 120,985 155,583

経 常 利 益 1,028,327

特 別 損 失

減 損 損 失 20,300

解 体 費 用 20,934 41,234

税 引 前 当 期 純 利 益 987,093

法人税、住民税及び事業税 368,306

法 人 税 等 調 整 額 △55,014 313,291

当 期 純 利 益 673,802

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書
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株主資本等変動計算書

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計特別償却

準 備 金
固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,892,000 1,390,995 473,000 24,958 1,701,395 207,500 4,059,282 6,466,136

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △11,348 11,348 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △38,982 38,982 ―

剰 余 金 の 配 当 △184,303 △184,303

当 期 純 利 益 673,802 673,802

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― △11,348 △38,982 ― 539,829 489,498

当 期 末 残 高 1,892,000 1,390,995 473,000 13,610 1,662,412 207,500 4,599,112 6,955,635

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △163,064 9,586,068 336,775 9,922,843

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 ― ―

固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △184,303 △184,303

当 期 純 利 益 673,802 673,802

自 己 株 式 の 取 得 △297 △297 △297

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△174,537 △174,537

当 期 変 動 額 合 計 △297 489,201 △174,537 314,663

当 期 末 残 高 △163,361 10,075,270 162,237 10,237,507

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 26 )

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月12日

株式会社 石 井 鐵 工 所

取 締 役 会 御 中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 元 清 二 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鳥 羽 正 浩 

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社石井鐵工所の2019年４月１日

から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社石井鐵工所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結

子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

( 27 )
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連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立

の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により

発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え

ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。

さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま

でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構

成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施

に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因

を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月12日

株式会社 石 井 鐵 工 所

取 締 役 会 御 中

E Y 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 元 清 二 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鳥 羽 正 浩 

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社石井鐵工所の2019年４

月１日から2020年３月31日までの第154期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい

う。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

( 29 )

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/28 18:55:05 / 19595960_株式会社石井鐵工所_招集通知（Ｃ）

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の

立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生

する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合

理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。

さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計

上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入

手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関

して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して

除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及

び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価

する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因

を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　　上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第154期事業年度における取締

役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし

ます。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて

説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし

た。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)につい

て検討いたしました。

( 31 )

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2020年５月12日

株式会社 石井鐵工所 監査等委員会

常 勤 監査等委員 鈴 木 正 則 
監査等委員 井 本 憲 邦 ㊞
監査等委員 河 村 　 博 

（注）監査等委員　井本憲邦及び河村　博は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以　上

( 32 )

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、配当につきましては、株主の皆様に対する安定的な利益還元と将来の成

長に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘案し決定することを基本方針とし

ております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、

次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金50円　　　　　総額184,297,300円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2020年６月25日

( 33 )

剰余金の処分の件



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2020/05/28 18:55:05 / 19595960_株式会社石井鐵工所_招集通知（Ｃ）

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じ。）全員（４

名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選任をお

願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされましたが、意

見はございませんでした。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１

再 任

いし

石
い

井
ひろ

宏
じ

治
(1937年３月11日生)

1969年12月　当社取締役

1973年６月　当社常務取締役

1977年３月　当社専務取締役

1978年12月　当社取締役副社長

1979年１月　当社取締役社長（現職）

（重要な兼職の状況）

アイアイダブリュー・エンジニアリング・

カンパニー・センディリアン・バハード取

締役社長

アイアイダブリュー・シンガポール・プラ

イベイト・リミテッド取締役社長

115,418株

取締役候補者とした理由

石井宏治氏は、当社において1979年に取締役社長に就任して以来、経営を指揮し

改革を推進することで利益体質の改善を行い、業績の向上に多大な貢献をしてま

いりました。これまでの長年の経営者としての経験、見識から当社の持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上に資することが期待されることから適任と判断

し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

( 34 )

取締役選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

２

再 任

いし

石
い

井
ひろ

宏
あき

明
(1969年２月20日生)

1996年４月　清水建設株式会社入社

2006年５月　当社顧問

2006年６月　当社取締役

当社執行役員 鉄構事業部副事

業部長

2009年４月　当社執行役員 鉄構事業統括副

本部長兼営業本部長

2012年７月　当社常務取締役 鉄構事業統括

副本部長兼営業本部長

2015年４月　当社常務取締役 鉄構事業統括

本部長

2019年６月　当社常務取締役 鉄構事業統括

本部長兼社長補佐

2020年４月　当社専務取締役 社長補佐兼全

社管掌（現職）

9,836株

取締役候補者とした理由

石井宏明氏は、2006年に当社取締役に就任して以来、鉄構事業の国内外の営業部

門の担当役員として、鉄構事業の要職を歴任し、事業の拡大に多大な貢献をして

まいりました。2020年４月以降は、専務取締役として社長を補佐するとともに全

社を統括し、強力なリーダーシップのもと業績並びに中長期的な企業価値の向上

に努めてまいりました。その豊富な経験と実績から適任と判断し、引き続き取締

役として選任をお願いするものであります。

( 35 )

取締役選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

３

再 任

なか

中
にし

西
まさ

真
のぶ

進
(1964年２月６日生)

1986年４月　株式会社住友銀行（現社名

株式会社三井住友銀行）入行

2011年10月　同行台北支店長

2014年12月　同行ハノイ支店長

2015年４月　同行アジア・大洋州本部ベトナ

ム総支配人兼ハノイ支店長

2018年５月　当社顧問

2018年６月　当社取締役

当社経営管理部長兼不動産事業

部長（現職）

2019年７月　当社常務取締役（現職）

1,600株

取締役候補者とした理由

中西真進氏は、1986年に株式会社住友銀行（現社名　株式会社三井住友銀行）に

入行して以来、国内外の多様な部門で豊富な経験をし、グローバル人材としてそ

の力量をいかんなく発揮してまいりました。その後2018年６月に当社取締役、

2019年７月に常務取締役に就任し、経営管理部門ならびに不動産事業の担当役員

として、中期経営計画に基づく経営戦略の推進ならびに不動産事業の拡大に手腕

を発揮してまいりました。その豊富な経験と実績から適任と判断し、引き続き取

締役として選任をお願いするものであります。

４

新 任

よし

吉
だ

田
 

　
さとる

覚
(1954年９月11日生)

1977年10月　当社入社

2013年４月　当社理事 鉄構事業統括本部生

産・技術本部工事部長

2015年４月　当社理事 鉄構事業統括本部生

産・技術本部長

2019年６月　当社執行役員 鉄構事業統括本

部生産・技術本部長

2020年４月　当社執行役員 鉄構事業統括本

部長（現職）

100株

取締役候補者とした理由

吉田　覚氏は、当社に入社して以来一貫して鉄構事業に従事し、特に生産・技術

部門において大いに実力を発揮いたしました。2015年に鉄構事業統括本部生

産・技術本部長に就任して以来、生産・技術本部のトップとしてリーダーシップ

を発揮し、2020年４月からは鉄構事業統括本部長として鉄構事業全体を統括し、

事業の拡大に多大な貢献をしてまいりました。その豊富な経験と実績から適任

と判断し、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

（注）各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

( 36 )

取締役選任の件
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１

新 任

かど

角
しま

島
よし

義
ゆき

之
(1952年４月29日生)

1977年４月　当社入社

2009年４月　当社鉄構事業統括本部副統括本

部長兼生産・技術本部長

2012年７月　当社執行役員 鉄構事業統括本

部副統括本部長兼生産・技術本

部長

2015年４月　当社執行役員 鉄構事業統括本

部副統括本部長

2020年４月　当社執行役員 監査等委員会付

（現職）

1,600株

監査等委員である取締役候補者とした理由

角島義之氏は、当社に入社して以来一貫して鉄構事業に従事し、2009年からは鉄

構事業統括本部副統括本部長兼生産・技術本部長として、鉄構事業全体の統括を

補佐するとともに、生産・技術部門を統括してまいりました。同氏は、鉄構事業

の各分野に精通するとともに、誠実な人格、高い識見と能力を有しており、適切

な監査・監督を行っていただけるものと判断したことから、新たに監査等委員で

ある取締役として選任をお願いするものであります。

( 37 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

２

再 任

い

井
もと

本
のり

憲
くに

邦
(1945年８月20日生)

1968年４月　昭和電工株式会社入社

2000年３月　同社取締役　コーポレート・リ

レーション・センター長兼総務

グループ長

2004年３月　同社常務取締役兼常務執行役員

2008年１月　同社代表取締役兼専務執行役員

2011年１月　同社取締役

2011年３月　同社特別顧問

2013年６月　当社社外監査役

2015年６月　当社社外取締役

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）

（現職）

1,100株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由

井本憲邦氏は、昭和電工株式会社の代表取締役等を歴任され、経営者として豊富

な知識と経験を有しており、2013年から当社の社外監査役、社外取締役、監査等

委員である社外取締役を歴任し、その職責を十分果たしていただいておりま

す。今後も幅広い見地から当社の経営全般に関し、適切な指導および助言をいた

だけるものと判断したことから、引き続き監査等委員である社外取締役として選

任をお願いするものであります。

( 38 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

３

再 任

かわ

河
むら

村
 

　
ひろし

博
(1952年１月16日生)

1977年４月　東京地方検察庁検事

2008年７月　最高検察庁公判部長

2009年１月　千葉地方検察庁検事正

2010年４月　横浜地方検察庁検事正

2012年１月　札幌高等検察庁検事長

2014年１月　名古屋高等検察庁検事長

2015年３月　旭硝子株式会社社外監査役

2015年４月　同志社大学法学部教授（現職）

2015年６月　当社社外監査役

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）

（現職）

2020年６月　株式会社ゆうちょ銀行社外取締

役（就任予定）

（重要な兼職の状況）

同志社大学法学部教授

株式会社ゆうちょ銀行社外取締役（就任予定）

800株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由

河村　博氏は、法曹および大学教授として豊富な知識と経験を有しており、2015

年から当社の社外監査役、監査等委員である社外取締役を歴任し、その職責を十

分果たしていただいております。今後もコンプライアンス、コーポレート・ガバ

ナンスの充実強化等に関し適切な指導および助言をいただけるものと判断したこ

とから、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであ

ります。なお、同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の

理由により、監査等委員である社外取締役として、その職務を適切に遂行してい

ただけるものと判断しております。

（注）１．各監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．井本憲邦氏および河村　博氏は、社外取締役候補者であります。

３．井本憲邦氏および河村　博氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、両氏の在任期間

は、本総会終結の時をもって井本憲邦氏は５年、河村　博氏は４年となります。

４．角島義之氏と当社は、同氏が選任された場合、定款の定めに基づき損害賠償責任を一定の

範囲に限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定

する最低責任限度額であります。

井本憲邦氏および河村　博氏と当社は、定款の定めに基づき損害賠償責任を一定の範囲に

限定する契約を締結しており、両氏が再任された場合、その契約を継続する予定でありま

す。当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

５．当社は、井本憲邦氏および河村　博氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出を行っており、両氏が再任された場合、引き続き独立役員とす

る予定であります。

( 39 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任の件
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第４号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の

付与のための報酬決定の件

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額は、2016年６月28日

開催の第150期定時株主総会において、年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含

まない。）とご承認いただいております。

　今般、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として、当社の取締役（監査等委員

である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に当社の企業価値の持続的な

向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進

めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対して、新たに譲

渡制限付株式の付与のための報酬を支給することとしたいと存じます。

　本議案に基づき、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する報

酬は金銭債権（以下「金銭報酬債権」という。）とし、その総額は、上記の目的を

踏まえ相当と考えられる金額として、年額５千万円以内（ただし、使用人分給与は

含まない。）と致します。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分につ

いては、取締役会において決定することと致します。

　現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名でありますが、第２号

議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件」が原案どおり承

認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名となります。

　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により支給される金

銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式について発行又は

処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数は

年30,000株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株式

分割（当社の普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他

譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の調整が必要な

事由が生じた場合には、当該総数を、合理的な範囲で調整する。）と致します。な

お、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券

取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それ

に先立つ直近取引日の終値）を基礎として当該普通株式を引き受ける対象取締役に

特に有利な金額とならない範囲において、取締役会において決定します。また、こ

れによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、

以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」という。）を締結

するものとします。

( 40 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
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(1) 譲渡制限期間

　対象取締役は、本割当契約により割当を受けた日より３年間から40年間までの

間で当社の取締役会が予め定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割

当契約により割当を受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」という。）につ

いて、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」と

いう。）。

(2) 退任時の取扱い

　対象取締役が譲渡制限期間満了前に当社の取締役の地位を退任した場合には、

その退任につき、任期満了、死亡その他正当な理由がある場合を除き、当社は、

本割当株式を当然に無償で取得する。

(3) 譲渡制限の解除

　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継続し

て、当社の取締役の地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、

譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象取

締役が任期満了、死亡その他正当な理由により、譲渡制限期間が満了する前に当

社の取締役の地位を退任した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び

譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、

当社は、上記の規定に従い譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡

制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(4) 組織再編等における取扱い

　上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社とな

る合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組

織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社

の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認され

た場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織

再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、

当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上

記に規定する場合、譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除

されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(5) その他の事項

　本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとす

る。

( 41 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件
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第５号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈並びに取締役（監査等委員である取

締役を除く。）に対する退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件

　本総会終結の時をもって取締役を退任されます大山信一氏に対し、在任中の労に

報いるため退職慰労金を、当社の定める一定の基準による相当額の範囲内で贈呈す

ることとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたい

と存じます。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

おお

大
やま

山
のぶ

信
かず

一
2002年６月　当社取締役
2012年７月　当社常務取締役

現在に至る

　また、当社は、2020年５月14日開催の取締役会において、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の退職慰労金制度を本総会終結の時をもって廃止することを

決議いたしました。

　これに伴い、第２号議案をご承認いただいた場合に重任する取締役（監査等委員

である取締役を除く。）３名に対し、当社の定める一定の基準による相当額の範囲

内でそれぞれ本総会終結の時までの在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給

いたしたく存じます。

　なお、支給の時期につきましては、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）

の退任時とし、その具体的金額、方法等につきましては、取締役会にご一任願いた

いと存じます。

　打ち切り支給の対象となる取締役（監査等委員である取締役を除く。）の略歴は

次のとおりであります。

氏 名 略 歴

いし

石
い

井
ひろ

宏
じ

治

1969年12月　当社取締役
1973年６月　当社常務取締役
1977年３月　当社専務取締役
1978年12月　当社取締役副社長
1979年１月　当社取締役社長

現在に至る

いし

石
い

井
ひろ

宏
あき

明

2006年６月　当社取締役
2012年７月　当社常務取締役
2020年４月　当社専務取締役

現在に至る

なか

中
にし

西
まさ

真
のぶ

進
2018年６月　当社取締役
2019年７月　当社常務取締役

現在に至る

以　上

( 42 )

取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
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会 場 ご 案 内

A3b出口

勝どきサンスクェア

三菱UFJ銀行

東日本銀行

黎明橋公園

黎明橋公園交差点

歩道橋

晴海三丁目交差点晴　海　通　り

東京海員会館

どらっぐ
ぱぱす

晴海トリトン
スクエア

朝潮運河

セブンイレブン

れいめい橋公園通り

ローソン

晴海郵便局

交番

ファミリー
マート

ローソン

豊
海
方
面

銀座方面

月
島
方
面

黎

明

橋

都営地下鉄大江戸線 勝どき駅

勝どきビュータワー

清　澄　通　り

晴　

海　

通　

り

有明方面

豊
洲
方
面

ホテル フクラシア晴海

正面入口

都営地下鉄大江戸線勝どき駅で下車し、A3b出口を出て、

晴海通りを有明方面にお進み下さい。黎明橋を渡り、

黎明橋公園交差点を右に曲がります。東京海員会館手前

を左に曲がって、すぐ右側の建物です。（徒歩約10分）

会 場 東京都中央区晴海三丁目８番１号

ホ テ ル  フ ク ラ シ ア 晴 海 ２ 階

C o n f e r e n c e  R o o m  2 0 2号室

地図




